

















































































































































































































































































































需　　護 ○ ○ ○ ○
関 O O ○ ○用分 O O ○ ○価　　格 O O O投　　資 O O Oi O ○
Joel　Dean，Managenal　Economlcs，Prentice－Hall，1951
James　Bates　and　J．R，Parkmson，Busmess　Economlcs，Basll　Blackwell，1963．
Eugene　FBngham　and　James　L．PapPus，Managenal　Economlcs，
Dryden　Press，1972
Pearson　Graham，Managerial　Economlcs，Addlson－Wesley　Pubhshlng
Comp，1980．
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（4）一瀬智司教授は一般行政を含めて下記のような分類を行っている　（一部加筆）。
1．一般行政（公共サービス，公共事業等，いわゆる公共財の提供）
2．公共企業
（1）公企業
①官庁事業（四現業等），（地方）公営企業
②公共企業体1公社（一公社）一公共企業体
　　　（広義）　1　　　　　　　　　　（狭義）
　　　　　　　し公団，公庫，事業団等
③公襯合企業曝鱒簗繊国際電信電言舌株式
（2）公益事業（企業）一電力事業，ガス事業，運輸・放送通
　　　　　　　　　　信事業等
　　3．　一般私企業一独禁法の対象となる。
　　一瀬智司，大島国雄，肥後和夫編「公共企業論」有斐閣，1977年，2頁。
（5）RichardMCyertandJamesGMarch，ABehavioralTheoryoftheFlrm，Pren－
　tice－Hall，1963（松田武彦，井上恒夫訳「企業の行動理論」ダイヤモンド社，1967
　年）の第7章（A　speclflc　pnce　and　output　model）を参照のこと。
（6）佐々木弘教授は社会的規制を下記のように定義づけ，ここで取りあげた外部不経
　済に対する規制（③に相当する）に二つの類型を加え三つの規制類型をあげている
　（①消費者の製品の安全性を確保するための規制，②雇用上の平等や職場労働の安
　全・健康に関する規制，③環境保全のための規制）。
　〈社会的規制の定義＞
　　財あるいはサービスがいかなる状況下で生産されるか，その諸条件に影響を与え
　る規制（たとえば，生産に伴う水質基準の設定や労働環境の安全性），　さらには，
　製造される商品の物理的特性に影響する規制（たとえば製品の安全水準の設定）な
　どより広く人々の「生活の質」（Ωuallty　of　Llfe）にかかわる規制。佐々木弘「政府
　と企業：社会的規制について」（国民経済雑誌，第150巻第6号，昭和59年12月）43
　－44頁。
（7）この接近法はさらに，neoclass、ca1に属する諸理論（規制理論）neoinstitotionalism
　に属する諸理論（公益事業理論），市場構造一行動一成果のパラダイムに基づく諸理
　論（産業組織論）に分けることができるが，公益事業理論と産業組織論からの本テ
　ーマヘの接近は今後の研究に譲ることとしたい。
（8）但し，N　H　Kの場合は「表現の自由」との関連から政府の干渉が排除可能な自主
　的番組編成権の樹立が必要とされる。この観点から直接税という政策選択は必ずし
　も合理的選択ではない。
（9）アメリカ最大の電話会社AT＆T（Amencan　Telephone　and　Telegraph）社は1980
　年に規制委員会であるFCC（Federal　Communications　Commsslon）から，電話に
　代表される基本サービス（独占市場）とVANに代表される高度サービス（競争市
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　場）の分離，すなわち，高度サービス提供のための完全分離子会社を設置せよとの
　命令を受けた。Second　Computer　Inqul琳Final　Decislon，77FCC2d384（1980），
（1◎　代替性と共に，当該財・サービスが日常生活に必要であるという要件も満たされ
　なければならない。
（11）MH。Bemstem，RegulatlngBusmessbylndependentCommlsslon，Princeton
　UP．，1955
（1勿　G．Kolko，Railroa（l　and　Regulatlon，Pnnceton　U．P，1965
（周　アメリカの州際電話市場においては既存企業であるAT＆丁社と新規参入者であ
　るMCI社，GTE一スプリント社等の間で規制に対する評価が異なっている。新規
　参入者はAT＆丁社への規制の持続はpubllc　lnterestであると共に自らのself　mter－
　estであると規制の持続を主張しているが，AT＆丁社は同社に対する規制はAT＆丁
　社のself　interestと共にpubhc　interestにも適合しないとして規制の撤廃を主張し
　ている。
（＠　contestable　market　theoryに関しては，これまで多くの研究があるが，1981年の
　アメリカ経済連合学会（AEA）第94回大会で行われた学会会長（Wllham　J．Baumol）
　の講演はそれらの集大成であろう。WIlliamエBaumoi，Contestable　Market　An　Up－
　rismg　m　the　Theory　of　Industry（American　Economic　Review，March1982，pp1
　－5。）また，一連の研究成果は次の文献にまとめられている。Wllham　J　Baumol，
　John　C　Panzar，Robert　D　Wlllig，Contestable　Markets　and　Theory　of　Industrlal
　Structure，Harcourt　Brace　Jouanouich，Inc．，1984．
⑯　contestable　market　theoryに対しては，その理論構成が現実を単純化しすぎてい
　るとする批判もあり，その有効性を否定する経済学者もいる。例えば，次の論文を
　参照のこと。W・lham　G　Shepherd，Concepts　of　Compet、tion　and　Efficient　po1、cy
　lntheTelecommunicatlonsSector（EllM．Noam，TelecommumcatlonsRegulation
　Today　an（l　Tomorrow，Law＆Business，Inc，1983）．
⑯　アメリカの放送産業においては1社が所有できるテレビ局数が最大7局までに規
　制されていたが，それが12局まで拡大される見通しである。また，ラジオ番組の番
　組編成に関する規制もすでに撤廃されている。アメリカの放送産業を含むテレコム
　産業の動向に関しては次の論文を参照のこと。菅谷実「発展するアメリカのテレコ
　ム産業」　（経済セミナー，1984年10月号，20～26頁）。
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